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平成 27 年度事業実績報告 

（平成 27 年 4 月 1 日～平成 28 年 3 月 31 日） 

 

平成27年度事業計画に則り、介護老人保健施設がケアの質の向上をはかり、地域の社会資源としての

役割を果たしていくことができるよう、各種教育研修事業及び人材確保・育成対策事業を実施したほか、

平成 27年 4月の介護報酬改定に伴う実態調査をはじめとした、各種調査研究事業の実施、迅速・適確な

情報伝達を図るべく ICT 事業の展開等による広報活動を行った。 

当期中における主要事業の概要は、以下のとおりである。なお、事業詳細は、機関誌『老健』におい

て「協会の活動」及び「芝公園だより」等に掲載した。 

 

1 会議 

(1) 社員総会 

定款の規定に基づき定時社員総会を 1 回、臨時社員総会を 1 回開催し、付議された案件を審議、可決

承認した。議決案件等の概要は次のとおりである。 

① 第 4 回定時社員総会 

・開催の日時   平成 27 年 6 月 26 日（金）15：00～17：00 

東京都港区芝公園 3-3-1 

東京プリンスホテル 2 階「マグノリアホール」 

・社員数 97 名 

・出席社員数 76 名 合計 97 名 

・書面表決社員数          20 名 

・欠席社員数 1 名 

・議決案件等 

第 1 号議案 平成 26 年度事業報告案について 

第 2 号議案 平成 26 年度決算報告案について 

報 告 事 項 (1) 平成 30 年度診療報酬・介護報酬同時改定に向けて 

(2) 第 26 回全国介護老人保健施設大会神奈川 in 横浜について 

(3) 第 27 回全国介護老人保健施設大会大阪について 

(4) 第 28 回全国介護老人保健施設大会愛媛について 

(5) 平成 27 年 5 月 31 日現在加入状況について 

(6) 代議員、支部及びブロック一覧について 

(7) 機関誌『老健』読者投稿について 

② 第 1 回臨時社員総会 

・開催の日時 平成 28 年 3 月 11 日（金）16：00～18：00 

東京都港区芝公園 3-3-1 

東京プリンスホテル 2 階「プロビデンスホール」 

・社員数 97 名 

・出席社員数                 76 名 合計 97 名 

・書面表決社員数          21 名 
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・議決案件等 

第 1 号議案 平成 28 年度事業計画案について 

第 2 号議案 平成 28 年度収支予算案について 

第 3 号議案 平成 27 年度事業計画の一部変更案について 

第 4 号議案 平成 27 年度収支補正予算案について 

報 告 事 項 (1) 介護報酬改定について 

(2) 全国大会について 

(3) 平成 28 年 1 月 31 日現在加入状況について 

(4) 支部、代議員・予備代議員及びブロック一覧について 

(5) その他 

(2) 理事会 

定款の規定に基づき定例理事会を2回、臨時理事会を1回開催し、社員総会に付議すべき事項等につ

いて審議、可決承認した。審議案件の概要は次のとおりである。 

① 第 1 回定例理事会 

・開催の日時 平成 27 年 6 月 12 日（金）16:00～18:00 

 東京都港区芝公園 2-6-15 黒龍芝公園ビル 6 階 

公益社団法人全国老人保健施設協会 会議室 

・理事の現在数 28 名 

・出席者数 23 名  

・議決案件等 

第 1 号議案 平成 26 年度事業報告案について 

第 2 号議案 平成 26 年度決算案について 

第 3 号議案 第 4 回定時社員総会の開催について 

第 4 号議案 諸規程の制定及び一部改正について 

第 5 号議案 新規入会申込者(平成 27 年 2 月 1 日～平成 27 年 4 月 30 日)について 

第 6 号議案 会員変更申請者(平成 27 年 2 月 1 日～平成 27 年 4 月 30 日)について 

当 日 案 件 部会及び部会員の設置について 

承 認 案 件 実地研修指定施設について 

報 告 事 項 (1) 平成 30 年度診療報酬・介護報酬同時改定に向けて 

(2) 業務報告について 

(3) 退会者について 

(4) 平成 27 年 4 月 30 日現在加入状況について 

(5) 代議員、支部及びブロック一覧について 

(6) 調査研究報告について 

② 第 1 回臨時理事会 

・開催の日時      平成 27 年 12 月 4 日（金）16:00～18:00 

 東京都港区芝公園 2-6-15 黒龍芝公園ビル 6 階 

公益社団法人全国老人保健施設協会 会議室 

・理事の現在数 28 名 
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・出席者数 20 名 

・議決案件等 

第 1 号議案 平成 27 年度事業計画の一部変更案について 

第 2 号議案 平成 27 年度収支補正予算案について 

第 3 号議案 支部総会及びブロック代表者会運営ガイドラインについて 

第 4 号議案 委員会部会員の承認について 

第 5 号議案 新規入会申込者(平成 27 年 5 月 1 日～平成 27 年 10 月 31 日) について 

第 6 号議案 会員変更申請者(平成 27 年 5 月 1 日～平成 27 年 10 月 31 日) について 

承 認 案 件 実地研修指定施設について 

報 告 事 項 (1) 業務報告について 

(2) 地域医療介護総合確保基金について 

(3) 老健医療研究会について 

(4) 全国大会進捗状況について 

(5) 内閣府公益認定等委員会立入検査について 

(6) 退会者について 

(7) 平成 27 年 10 月 31 日現在加入状況について 

(8) 代議員、支部及びブロック一覧について 

③ 第 2 回定例理事会 

・開催の日時      平成 28 年 2 月 12 日（金）16:00～18:00 

 東京都港区芝公園 2-6-15 黒龍芝公園ビル 6 階 

公益社団法人全国老人保健施設協会 会議室 

・理事の現在数 28 名 

・出席者数 20 名 

・議決案件等 

第 1 号議案 平成 28 年度事業計画案について 

第 2 号議案 平成 28 年度収支予算案について 

第 3 号議案 社員総会の開催について 

第 4 号議案  諸規程の制定及び一部改正について 

第 5 号議案  新規入会申込者(平成 27 年 11 月 1 日～平成 28 年 1 月 31 日)について 

第 6 号議案  会員変更申請者(平成 27 年 11 月 1 日～平成 28 年 1 月 31 日)について 

報 告 事 項  (1) 業務報告について 

       (2) 全国大会進捗状況について 

(3) 退会者について 

(4) 平成 28 年 1 月 31 日現在加入状況について 

(5) 代議員、支部及びブロック一覧について 

(3) 支部長会 

年度中に 1 回開催し、事業実施状況の説明を行ったほか、各支部からの要望事項等、意見交換を行

った。 
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(4) 正副会長会 

年度中に 23 回開催し、平成 27 年度介護報酬改定後の対応、新規事業等、当協会事業の細目に関す

る事項について検討を行った。 

(5) 常務理事会 

年度中に 12 回開催し、各委員会活動の内容の協議、平成 27 年度介護報酬改定後の対応等、その他

事業計画の執行について検討を行った。 

(6) ブロック長会議 

年度中に 1 回開催し、ブロック代表者のあり方及びブロックと当協会の連携、平成 27 年度介護報酬

改定後について等、意見交換を行った。 

(7) 支部事務担当者会 

年度中に 1 回開催し、事業実施状況の説明を行ったほか、公益社団法人として必要な各種事務連絡

を伝達し各支部の要望について意見交換を行う等、協会本部と支部事務局との連絡を密にし、事業運

営に生かした。 

 

2 大会事業 

第 26 回全国介護老人保健施設大会 神奈川 in 横浜は、全国老人保健施設協会神奈川県支部長 赤枝雄

一氏を大会会長とし、平成 27 年 9 月 2 日～4 日の 3 日間にわたり、神奈川県横浜市内のパシフィコ横浜

において、「高齢者が輝く未来を お洒落に！スマートな連携！」をテーマに、5,453 名の参加者を得、

ポスターセッションを含む 1,347 演題の発表を行ったほか、9 月 2 日には「認知症研修＜認知症の人のた

めにできること＞」、「看取り研修＜日常生活の延長としての看取り＞」、「リハビリテーション研修＜で

きていますか？活動と参加へのアプローチ～生活機能向上のための老健のリハビリテーション～＞」、

「ケアマネジメント研修＜介護の質に寄与する R4 を学ぼう！～ICF Staging を使ってみよう～R4 シス

テムを学ぼう：入門編＞」の 4 つの研修会と、第 9 回公益社団法人全国老人保健施設協会医療研究会を

同時開催した。また例年どおり大会期間中に福祉・医療機器展を併行開催した。 

・第 1 日目 9 月 2 日（水） 

 午後 第 9 回公益社団法人全国老人保健施設協会医療研究会  119 名 

  研修会 ①認知症研修＜認知症の人のためにできること＞ 224 名 

   ②看取り研修＜日常生活の延長としての看取り＞  250 名 

   ③リハビリテーション研修＜できていますか？活動と参加へのアプローチ 

    ～生活機能向上のための老健のリハビリテーション～＞ 199 名 

   ④ケアマネジメント研修＜介護の質に寄与する R4 を学ぼう！ 

    ～ICF Staging を使ってみよう～R4 システムを学ぼう：入門編＞ 193 名 

・第 2 日目 9 月 3 日（木） 

 午前 開会式（厚生労働大臣表彰、協会表彰、演題発表優秀奨励賞表彰含む） 

  特別講演 「地域包括ケアシステムの構築と老健施設の役割」 

    厚生労働省老健局長 三浦 公嗣 

 午後 記念講演Ⅰ 「重介護ゼロ社会の実現に向けた挑戦」 

    CYBERDYNE 株式会社 代表取締役社長／CEO 山海 嘉之 

  パネルディスカッション 「ロボットが拓く、今日・明日・未来～神奈川からの発信～」 
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  全老健研究事業報告 

    Ⅰ.平成 26 年度調査研究事業に関する報告 

     ①介護予防サロンの実施内容について 

     ②介護保険施設におけるリスクマネジメントについての研究 

     ③在宅復帰した高齢者の機能の変化と社会参加について 

     ④認知症短期集中リハビリテーションの虚弱高齢者に対する効果に 

      ついて 

     ⑤通所リハビリテーションの効果について 

    Ⅱ.全老健データによる研究実施－高齢化先進国日本からの知見の発信－ 

    Ⅲ.平成 27 年度 全老健 調査研究事業について 

  シンポジウムⅠ 「報酬改定の流れから読み取れる老健施設の方向性～地域包括ケアと 

    老健～」 

  市民公開講演Ⅰ 「『その時歴史が動いた』の現場から～『花燃ゆ』の世界～」 

     京都造形芸術大学 教授 松平 定知 

  研究発表（ポスターセッション含む）、懇親会、共催ランチョンセミナー、福祉・医療 

機器展 

・第 3 日目 9 月 4 日（金） 

 午前 特別企画 「一生輝き続けるためのアンチエイジング～125 歳を目指して～」 

    ①「生きがいが人生を輝かせる～さらなる高みを目指して～」 

    プロスキーヤー 三浦 雄一郎 

    ②「いつまでも美しく～素敵に元気になる方法～」 

    女優 石井 苗子 

    ③「いつまでもボケずに若々しく生きるために」 

    順天堂大学大学院医学研究科加齢制御医学講座 教授 白澤 卓二 

  記念講演Ⅱ 「法人独自の外国人の雇用の経験と実践」 

    社会福祉法人元気村グループ統括本部長／理事評議員 佐々木 亀一郎 

 午後 シンポジウムⅡ 「認知症高齢者が地域で輝く未来に～いつでもどこでも社会参加～」 

  市民公開講演Ⅱ 「私の仕事から」 

      作家 林 真理子 

  研究発表（ポスターセッション含む）、特別共催セミナー、共催ランチョンセミナー、 

  福祉・医療機器展、閉会式 

なお、本大会は以下の後援を得て行われた。 

厚生労働省、神奈川県、横浜市、川崎市、相模原市、横須賀市、鎌倉市、逗子市、三浦市、葉山町、厚

木市、大和市、海老名市、座間市、藤沢市、茅ヶ崎市、寒川町、伊勢原市、南足柄市、中井町、大井町、

松田町、山北町、開成町、小田原市、箱根町、真鶴町、湯河原町、愛川町、清川村、平塚市、大磯町、

二宮町、綾瀬市、秦野市、（公社）日本医師会、（社福）全国社会福祉協議会、（独法）福祉医療機構、（一

社）日本病院会、（公社）日本精神科病院協会、（一社）日本医療法人協会、（公社）全日本病院協会、（公

社）全国国民健康保険診療施設協議会、（公社）全国老人福祉施設協議会、（一社）日本リハビリテーシ

ョン病院・施設協会、（一社）日本慢性期医療協会、（公社）日本認知症グループホーム協会、（一社）全
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国個室ユニット型施設推進協議会、（公社）日本看護協会、（公社）日本栄養士会、（公社）日本医療社会

福祉協会、（公社）日本理学療法士協会、（一社）日本作業療法士協会、（公社）日本社会福祉士会、（一

社）シルバーサービス振興会、（公社）認知症の人と家族の会、（一社）日本摂食・嚥下リハビリテーシ

ョン学会、（公社）日本介護福祉士会、（一社）日本言語聴覚士協会、（一社）日本介護支援専門員協会、

全国地域包括・在宅介護支援センター協議会、（一社）全国デイ・ケア協会、特定非営利活動法人日本介

護経営学会、全国老人保健施設連盟、（一社）日本老年医学会、（公財）介護労働安定センター、（公社）

日本介護福祉士養成施設協会、（公社）日本歯科医師会、（公社）日本歯科衛生士会、（国研）国立長寿医

療研究センター、神奈川県町村会、神奈川県市長会、（公社）神奈川県医師会、（一社）横浜市医師会、（公

社）川崎市医師会、（一社）相模原市医師会、（一社）厚木医師会、（一社）座間綾瀬医師会、（公社）鎌

倉市医師会、（公社）大和市医師会、（一社）海老名市医師会、（一社）秦野伊勢原医師会、（一社）小田

原医師会、（一社）横須賀市医師会、（一社）逗葉医師会、（一社）三浦市医師会、（公社）藤沢市医師会、

（一社）茅ケ崎医師会、（一社）神奈川県歯科医師会、（一社）横浜市歯科医師会、（公社）神奈川県病院

協会、（公社）横浜市病院協会、（公社）川崎市病院協会、（公社）相模原市病院協会、厚木病院協会、三

浦半島病院会、鎌倉市医師会病院会、湘南病院協会、湘南西部病院協会、大和・高座病院協会、足柄上

病院会、（公社）神奈川県看護協会、（公社）川崎市看護協会、（公社）神奈川県理学療法士会、（一社）

神奈川県作業療法士会、（公社）神奈川県介護福祉士会、特定非営利活動法人神奈川県介護支援専門員協

会、（公社）神奈川県栄養士会、神奈川県言語聴覚士会、（公社）神奈川県社会福祉士会、神奈川県医療

従事者健康保険組合、（社福）神奈川県社会福祉協議会、（一社）神奈川県高齢者福祉施設協議会、（社福）

横浜市社会福祉協議会、横浜市介護老人保健施設連絡協議会、厚木地区介護老人保健施設連絡協議会、

神奈川県医療社会事業協会、（公社）全日本病院協会神奈川県支部、（一社）日本医療法人協会神奈川県

支部、（公社）認知症の人と家族の会神奈川県支部、（公社）日本認知症グループホーム協会神奈川県支

部 

 

3 教育事業 

介護老人保健施設におけるサービスの質の維持・向上をはかり利用者及びその家族に良質なサービス

を提供することを目的として、理念教育・専門性の向上・職員のスキルアップ、そして施設の安定経営

等に資する情報提供を含めた各種研修事業を実施した。 

(1) 職員基礎研修事業 

介護老人保健施設職員等に必須の基礎的知識及び理念の修得を目的として、実務経験 2 年未満の職

員等を対象に職員基礎研修会を実施した。また、地域のニーズに合わせたコース設定によるビギナー研

修を都道府県の老人保健施設協会との共催で実施した。 

職員基礎研修 

回数・開催地 実施期間 会場 受講者数 

第 1 回大阪府 平成 27年 7月 24日（金）～25日（土） 大阪国際交流センター 165 名 

第 2 回東京都 平成 27年 12 月 3 日（木）～ 4 日（金） TFT ビル 122 名 

全 2 回 計 287 名 

共催研修 ビギナー研修 

開催地 実施期間 会場 受講者数 

ビギナー・総合 広島県 平成 27 年 6 月 11 日（木） 広島国際会議場 68 名 

ビギナー・総合 宮崎県 平成 27 年 10 月 21 日（水） ニューウェルシティ宮崎 51 名 
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ビギナー・技術 栃木県 平成 27 年 11 月 26 日（木） ホテル東日本宇都宮 79 名 

全 3 回 計 198 名 

(2) 実地研修事業 

実技修得を目的とする研修を 2 コース設定し、A コース（基礎実技修得コース）は、原則として介護

老人保健施設勤務 1 年以上の職員を、B コース（専門実技修得コース）は、原則として介護老人保健施

設勤務 2 年以上の職員を対象に実施した。 

コース 施設数 回数 受講者数 

Ａコース（基礎実技修得コース） 44 44 246 名 

Ｂコース（専門実技修得コース） 66 63 366 名 

計 110 107 612 名 

※1 施設で複数のコースを実施した施設は、それぞれのコースをカウントしている。 

(3) 管理者(職)研修事業(独立行政法人福祉医療機構 後援) 

管理者（職）としての基礎知識、行政の動向等について理解を深めることを目的として、施設の管理

者（職）及び開設予定者等を対象に実施した。 

開催地 実施期間 会場 受講者数 

大阪府 平成 27 年 10 月 16 日（金） ホテル新大阪コンファレンスセンター 147 名 

(4) 中堅職員研修事業 

中堅クラスの職員としてのスキルアップを目的として、実務経験 5 年程度の職員等を対象に、講義と

テーマ別のグループディスカッションによる中堅職員研修会を実施した。また、地域のニーズに合わせ

たコース設定によるマスター研修を都道府県の老人保健施設協会との共催で実施した。 

中堅職員研修 

回数・開催地 実施期間 会場 受講者数 

第 1 回 大阪府 平成 27 年 7 月 24 日（金）～25 日（土） 大阪国際交流センター 154 名 

第 2 回 東京都 平成 27 年 12 月 3 日（木）～ 4 日（金） TFT ビル 104 名 

全 2 回 計 258 名 

共催研修 マスター研修 

開催地 実施期間 会場 受講者数 

マスター・技術 北海道 平成 27 年 6 月 13 日（土） ホテルさっぽろ芸文館 104 名 

(5) ケアマネジメント実践講座 

「全老健版ケアマネジメント方式～R4 システム～」を活用したケアプランの策定と評価に必要とな

る視点・知識・技術を修得することを目的として、新・ケアマネジメント実践講座を施設職員等を対象

に実施した。 

回数・開催地・コース 実施期間 会場 受講者数 

第 1 回 大阪府  （入門編） 

  （導入編） 
平成 27 年 11 月 6 日（金） AP 大阪梅田茶屋町 

52 名 

38 名 

第 2 回 福岡県  （入門編） 

  （導入編） 
平成 28 年 1 月 15 日（金） 九州ビル 

36 名 

60 名 

全 2 回 計 
（入門編） 88 名 

（導入編） 98 名 

(6) リハビリテーション研修事業 

介護老人保健施設におけるリハビリテーションについて、最新情報や実務者として必要な知識を修得

することを目的として、施設職員等を対象に実施した。 
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開催地 実施期間 会場 受講者数 

大阪府 平成 27 年 11 月 4 日（水）～ 5 日（木） ﾎﾃﾙ新大阪ｺﾝﾌｧﾚﾝｽｾﾝﾀｰ 134 名 

(7) 医師研修事業 

介護老人保健施設における医師の役割等について理解を深めることを目的として、医師を対象として研修会

を実施した。また、高齢者の医学管理に必要な知識を修得する目的で、一般社団法人日本老年医学会主催、

国立研究開発法人国立長寿医療研究センター協力による「老人保健施設管理医師研修会」への運営協力を

行った。 

医師研修会 

開催地 実施期間 会場 受講者数 

静岡県 平成 28年 3月 3日（木）～4日（金） ホテルニューアカオ 51名 

老人保健施設管理医師研修会（主催：一般社団法人日本老年医学会） 

開催地 実施期間 会場 受講者数 

東京都 
Ⅰ期：平成 27年 6月 27日（土）～28日（日） 

AP東京八重洲通り 137名 
Ⅱ期：平成 27年 9月 12日（土）～13日（日） 

(8) 認知症ケア研修事業 

認知症短期集中リハビリテーション実施加算の算定要件ならびに「認知症患者リハビリテーション

料」の施設基準となる、「認知症に対するリハビリテーションに関する専門的な研修」を、公益社団法

人日本医師会との共催、国立研究開発法人国立長寿医療研究センターの協力により、医師を対象に実施

した。 

開催地 実施期間 会場 受講者数 

東京都 平成 27 年 6 月 20 日（土） TOC 有明 283 名 

大阪府 平成 27 年 10 月 31 日（土） グランキューブ大阪 203 名 

全 2 回 計 486 名 

 (9) 看護職員研修事業 

介護老人保健施設のチームケアの中で看護職員が果たすべき役割等について理解を深めることを目

的として、看護職員等を対象に実施した。 

開催地 実施期間 会場 受講者数 

大阪府 平成 27 年 7 月 1 日（水）～2 日（木） 大阪国際交流センター 153 名 

(10) 通所リハビリテーション研修事業 

介護老人保健施設における通所リハビリテーションの役割や連携等について理解を深めることを目

的として、施設職員等を対象に実施した。 

開催地 実施期間 会場 受講者数 

東京都 平成 28 年 2 月 7 日（日） 品川フロントビル 299 名 

(11) 食べることに関する研修事業 

「食べる」という動作について必要なケアを、一貫して多職種が学び理解を深めることを目的に、施

設職員等を対象に「食べることをとおしてのリハビリテーションと多職種協働研修会」を実施した。 

開催地 実施期間 会場 受講者数 

東京都 平成 27 年 10 月 9 日（金） TFT ビル 87 名 

(12) 老健施設経営セミナー事業 

独立行政法人福祉医療機構との共催により「介護老人保健施設経営セミナー」を行った。 

開催地 実施期間 会場 受講者数 

東京都 平成 27 年 11 月 20 日（金） 全社協・灘尾ホール 239 名 
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（13） 生活行為向上リハビリテーション研修事業 

介護報酬改定に伴い新設された生活行為向上リハビリテーションを適切に実施することを目的として、日本

医師会、日本慢性期医療協会、日本リハビリテーション病院・施設協会、全国デイ・ケア協会の共催による「生

活行為向上リハビリテーション研修」を施設リハビリ職員等を対象に実施した。 

開催地 実施期間 会場 受講者数 

東京都 平成 27年 4月 20日（月）～21日（火） TOC有明 279名 

大阪府 平成 27年 5月 11日（月）～12日（火） グランキューブ大阪 461名 

東京都 平成 27年 5月 28日（木）～29日（金） TOC有明 401名 

大阪府 平成 27年 6月 8日（月）～ 9日（火） 新大阪コンファレンスセンター 215名 

福岡県 平成 27年 7月 27日（月）～28日（火） 福岡県中小企業振興ｾﾝﾀｰ 256名 

宮城県 平成 27年 10月 30日（金）～31日（土） 東北福祉大学仙台駅東口ｷｬﾝﾊﾟｽ 106名 

岡山県 平成 27年 11月 12日（木）～13日（金） 岡山国際ホテル 215名 

全 7回 計 1,933名 

※上表は全老健主催分のみ。 共催分を含む全開催実績は全 22回/受講者数 4,512名 

 (14) その他 

一般社団法人全国公私病院連盟による海外研修「平成 27 年度北欧・欧州高齢者医療・福祉研修団」

について企画協力を行ったほか、一般社団法人日本能率協会主催により東京ビッグサイトで開催された

「HOSPEX Japan2015」において「介護老人保健施設セミナー 1 日でわかる R4 システム」を開催

した。 

平成 27 年度北欧・欧州高齢者医療・福祉研修団 

訪問地 実施期間 参加者数 

デンマーク、スウェーデン、ベルギー 平成 27 年 9 月 6 日（日）～9 月 14 日（月） 10 名 

HOSPEX Japan2015「介護老人保健施設セミナー」 

開催地 実施期間 会場 受講者数 

東京都 平成 27 年 11 月 25 日（水） 東京ビッグサイト 102 名 

 

4 制度対策事業 

平成 27 年度介護報酬改定の対応として以下の事業を行った。 

(1) 関連情報の提供等 

介護老人保健施設関連通知・通達類をはじめ、社会保障審議会（厚生労働省）資料、全国介護保険担

当課長会議（厚生労働省）資料、「介護保険最新情報」等を、役員、支部長、代議員、各都道府県支部

に、ホームページ、メールマガジン、FAX ニュース、機関誌『老健』等の媒体を通じて周知を図った。 

特に、社会保障審議会介護給付費分科会の審議概要をはじめ、平成 27 年度介護報酬改定において介

護老人保健施設に関係する事項等について、随時 FAX ニュースとメールマガジンの速報等で情報提供

を行った。 

また、平成 27 年度介護報酬改定の概要について情報提供をする目的で、「平成 27 年度介護報酬改

定説明会」を開催した。 

開催地 実施期間 会場 参加者数 

東京都 平成 27 年 4 月 16 日（木） メルパルクホール東京 1,021 名 

併せて、北海道支部、岩手県支部、宮城県支部、山形県支部、福島県支部、茨城県支部、埼玉県支

部、千葉県支部、東京都支部、神奈川県支部、新潟県支部、石川県支部、山梨県支部、長野県支部、愛

知県支部、京都府支部、大阪府支部、兵庫県支部、岡山県支部、徳島県支部、高知県支部、福岡県支部、
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大分県支部、宮崎県支部、沖縄県支部からの要請を受け、介護報酬改定に関する説明会等の講師派遣を

行った。 

なお、ICT を用いた情報提供については、7 広報出版事業(2)(3)(4)、8 ICT 関連事業において報告し

たとおりである。 

(2) 関係資料の発行 

平成 27 年度介護報酬改定の関係資料を冊子にまとめ、会員施設に配布等を行った。具体的には、7

広報出版事業(6)で報告のとおりである。 

(3) 関連調査等 

年度毎の介護老人保健施設の経営実態を把握するため、事業所の収支や利用者の状況、介護従事者

等の処遇状況等のデータを収集した。また、平成 27 年度介護報酬改定を受けて新設された加算等の算

定状況、建物の大規模な修繕・補修等にかかる費用等に関する調査を行った。具体的には、8 ICT 関

連事業において報告したとおりである。 

(4) 介護老人保健施設のあり方に関する各種要望等 

平成 27 年度介護報酬改定の影響等を踏まえ、介護老人保健施設を取り巻く課題について整理を行い、

介護老人保健施設の現状に関するデータを多角的に収集・分析し、社会保障審議会介護給付費分科会等

における提言を行うとともに、各種要望書を提出した。 

さらに、当協会の要望事項について広く国政に反映させるため、全国老人保健施設連盟の協力も得

て各種活動を展開した。 

 

5 認定資格制度事業 

(1) 認知症ケア研修事業 

3 教育事業(8) 認知症ケア研修事業において報告したとおりである。 

(2) リスクマネジャー資格認定事業 

介護老人保健施設において発生するリスクを包括して把握し対応するリスクマネジャーを養成する

目的で、資格を認定する「リスクマネジャー資格認定試験」の実施及び受験資格の取得に向けた「リス

クマネジャー養成講座」を開催した。また、リスクマネジャー資格が 5 年毎の更新制のため、資格更新

試験（e-learning とレポート提出等による更新試験）を実施した。さらに、資格認定試験及び資格更新

試験の受験者を対象に、試験に先立ち e-learning による模擬試験も実施した。 

さらに、「介護老人保健施設リスクマネジャー資格指定テキスト」については、これまでの紙媒体か

ら電子媒体へ移行する等、改訂版制作の検討を行った。 

① リスクマネジャー資格認定試験 

開催地 実施期間 会場 受講者数 

東京都 平成 27 年 7 月 3 日（金） AP浜松町 151 名 

② リスクマネジャー資格更新試験 

実施期間 方法 受講者数 

更新試験 平成 27 年 7 月 7 日（火）～31 日（金） e-learning 148 名 

③ リスクマネジャー養成講座 

実施期間 会場 受講者数 

Ⅰ期 平成 27 年 11 月 18 日（水）～20 日（金） 
AP東京八重洲通り 152 名 

Ⅱ期 平成 28 年 2 月 17 日（水）～19 日（金） 
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6 調査研究事業 

(1) 介護保険制度と介護老人保健施設のあり方に関する調査研究事業 

平成 27 年度老人保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事業分）を受け、各事業に研究班を

設置し、以下の事業を実施した。 

① 介護支援専門員のケアマネジメントプロセスに関する調査研究事業 

介護老人保健施設におけるケアマネジメントの充実を目的として、（1）利用者の状態の変化パタ

ーンの把握、（2）栄養ケアマネジメントと摂食嚥下リハビリテーションの双方を見据えた栄養摂食

嚥下プログラムの提案、（3）リスクマネジメントの効果の検証、（4）ケアマネジメント、リハビリ

テーションマネジメント、栄養摂食嚥下リハビリテーションマネジメントを一括で行える仕組みの

提案等について調査研究を行った。 

② 介護老人保健施設等におけるリハビリテーションの在り方に関する調査研究事業 

介護老人保健施設等のリハビリテーションの具体的内容及びマネジメントとその効果について、

在宅復帰・在宅支援機能強化の視点から、（1）介護老人保健施設におけるリハビリテーションマネ

ジメントの在り方の再検討、（2）個別リハビリテーションの効果と在宅復帰の関連性ならびに介護

老人保健施設のリハビリの在り方の再検討に向けた基礎データの収集、（3）在宅復帰に必要となる

排泄の自立に向けた多職種協働の視点からのリハビリテーションマネジメントの実際等について検

討する目的で調査研究を行った。 

③ 介護老人保健施設における薬物治療の在り方に関する調査研究事業 

介護老人保健施設への入所においては、高齢者の多剤併用、重複投与や有害事象について把握し

管理することが出来るほか、療養環境整備と服薬管理により減薬が可能となるケースも多いことか

ら、介護老人保健施設入所者について、入所中の薬剤の変更やその考え方について実態を把握し、

老年医学の観点から適正な投与方法を検討することを目的として調査研究を行った。 

(2) 業務マニュアル見直し等のための研究事業 

電子媒体による業務マニュアル『より良きケアを提供するための老健施設ハンドブック』の更新につ

いて検討した。 

(3) 介護老人保健施設におけるインフルエンザ様疾患の状況に関する調査 

平成 27 年 11 月、正会員施設を対象に平成 27 年 11 月～平成 28 年 3 月における入所者・通所者・職

員のインフルエンザ様疾患の状況等についてアンケート調査を実施した。 

(4) 介護予防サロンの地域密着・貢献モデル事業 

平成 26 年度事業に引き続き委員会を設置し事業を実施した。全国 9 か所の介護老人保健施設に「介

護予防サロン」を開設し、「介護予防サロン」の参加者本人への心身の介護予防を実施するとともに、

本人が望む活動をヒアリングし、サロン活動を通じ活動の多様化に何らかの変化をもたらすことが出来

るかを調査した。 

 (5) 要介護高齢者、フレイル高齢者、認知症高齢者に対する栄養療法、運動療法、薬物療法に関するガイド

ライン作成に向けた調査研究 

早期生活機能低下スクリーニング方式を用い、身体・認知機能の衰退が認められた、いわゆるフレ

イル高齢者について、認知症の早期発見、心身の介護予防への多職種介入による生活状況維持、社会参

加改善、地域での孤立を防止する目的で、フレイル高齢者が地域の一員として社会参加・地域貢献に取

り組める新たな介護予防手法の在り方について検討を行った。 
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(6) 平成 27 年 4 月介護報酬改定直後の実態調査（新設加算等算定状況に関する調査） 

平成 27 年度介護報酬改定による施設運営への影響について実態を把握することを目的に、平成 27 年 5

月末現在の正会員施設を対象に、悉皆調査を実施した。 

(7) 平成 27 年介護老人保健施設の現状と地域特性等に関する調査 

平成 16 年度からデータを蓄積している会計年度ごとの収支状況について、平成 26 年度収支データ

を収集するとともに、施設特性や地域特性等の現場に基づくデータを収集する目的で、平成 27 年 8 月

末現在の正会員施設を対象に、悉皆調査を実施した。 

(8) 介護老人保健施設の大規模な修繕・補修等に要する費用に関する緊急調査 

平成 29 年 4 月に予定されている消費税率引上げに伴い、社会保障審議会介護給付費分科会介護事業

経営調査委員会において実施される関係団体ヒアリングに提出する資料の基礎データとすることを目

的に、平成 28 年 1 月末時点で施設開設後 15 年以上経過した正会員施設を対象に調査を実施した。 

 

7 広報出版事業 

(1) 機関誌『老健』の刊行 

機関誌『老健』を 12 回定期刊行し、当協会会員施設をはじめ、厚生労働省、都道府県ならびに政令

指定都市介護保険担当主管課、関係諸団体、公立等図書館、リハビリ専門職養成校、主要マスコミ、

個人購読者等へ配布し、介護保険制度および介護老人保健施設に関連する情報を提供するとともに、

当協会の活動に関する広報活動を行った。(総発行部数 145,990 部) 

各号の特集および主要企画等は以下のとおり。 

・平成27年4月号 平成27年度介護報酬改定が決定 

・平成27年5月号 老健施設生き残りへ 

・平成27年6月号 介護報酬改定説明会開く／平成26年度全老健調査研究事業報告 

・平成27年7月号 介護ロボットは老健施設を救うか!? 

・平成27年8月号 老健施設ビフォー・アフター／平成26年度事業報告「介護予防サロン」 

・平成27年9月号 老健施設の介護人材確保を考える 

・平成27年10月号 介護職ポジティブキャンペーン 

・平成27年11月号 第26回全国介護老人保健施設大会 神奈川in横浜 

・平成27年12月号 老健施設の利用者負担増と未収金対策 

・平成28年1月号 新春対談 老健施設に期待される役割／進化する「R4システム」最新情報 

・平成28年2月号 老健施設職員のワーク・ライフ・バランス 

・平成28年3月号 3.11から5年 

(2) ニュースペーパーの発行 

情報の周知を目的に、機関誌『老健』の刊行に先立って、主な掲載記事をデジタル配信する『老健』

ニュースペーパーの配信を毎月 1 回行った。 

(3) メールマガジンの配信 

平成 15 年 1 月から配信を行なっているメールマガジン＜e-roken(イー・ローケン)＞を、合計 66 回

配信し、当協会ホームページ、会員専用ホームページと連動して迅速な情報提供を行った。 

メールマガジンの配信状況は以下のとおり。 

・定期配信版＜e-roken (イー・ローケン)＞ 計24回配信(第258号～第281号) 
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・速報版＜e-roken flash(イー・ローケン・フラッシュ)＞ 計42回配信 

(4) インターネットホームページを活用した広報活動 

当協会ホームページ上に介護老人保健施設や当協会活動に関する最新情報を随時掲載し、一般に向

けた広報を行った。今年度は新たな取り組みとして、「老健施設の介護のやりがいと魅力」動画を公開

した。具体的には 9 老健施設人材確保・育成対策事業(2)のとおりである。その他、認知症短期集中リ

ハビリテーション提供施設、在宅強化型介護老人保健施設、在宅復帰・在宅療養支援機能加算算定施

設、訪問リハビリテーション実施施設、短時間通所リハビリテーション実施施設については会員施設

で情報を更新できるようにリニューアルし即時性を高め、それぞれ地図を表示できるようにした。 

 (5) 全老健 FAX ニュースの配信 

審議会等の即時情報発信として「全老健 FAX ニュース」を合計 7 回（Vol.17～Vol.23）配信し、当

協会ホームページ、会員専用ホームページと連動して迅速な情報提供を行った。 

(6) その他の出版物の刊行 

当協会の広報及び介護老人保健施設の運営、教育等に資する目的で、以下の出版物等を編集・発行

した。 

・『全老健版 平成27年度介護報酬改定資料集Ⅱ』（平成27年4月刊） 

・『介護老人保健施設 在宅支援推進マニュアル 総論・入所編』（平成27年9月刊） 

・『平成27年版介護白書 －老健施設の立場から－』（平成27年10月刊） 

 

8 ICT 関連事業 

当協会ホームページならびに会員専用ホームページ上に社会保障審議会（厚生労働省）等資料・レポ

ートや平成27年度介護報酬改定説明会の資料や動画を掲載するとともに、新たに介護老人保健施設に関

係する法令を検索することができる介護保険制度情報サービスを構築し、介護報酬の請求業務等に資す

る情報を、会員及び会員施設職員が迅速かつ正確に閲覧できるようにした。 

また当協会ホームページでは引き続き求人サイトを運営するとともに、施設紹介サイトをリニューア

ルし、認知症短期集中リハビリテーション提供施設や在宅強化型介護老人保健施設等の情報更新を会員

施設で行えるようにした他、機関誌『老健』やメールマガジンについてインターネットを利用した読者

アンケートを行った。また、全国大会発表演題登録システム（UMIN：University Hospital Medical 

Information Network）を、第 26 回全国介護老人保健施設大会 神奈川 in 横浜で活用し、引き続き第

27 回全国介護老人保健施設大会 大阪でも活用するため、円滑な演題登録・管理を行えるよう準備をし

た。 

なお、上記を含め ICT 関連事業については、6 調査研究事業(2)、7 広報出版事業(2)(3)(4)において報

告したとおりである。 

 

9 老健施設人材確保・育成対策事業 

(1) 人材対策特別委員会 

人材対策特別委員会とその部会である人材制度部会・人材確保部会を設置し、介護職員の確保、定着

のために介護職ポジティブキャンペーンを企画した。 

(2) 「老健施設の介護のやりがいと魅力」動画 

介護職ポジティブキャンペーンの一環として、「老健施設における介護のやりがいと魅力」動画とし
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て下記 3 本を制作し、インターネットで公開した。また DVD を支部に提供した。 

「3K の介護から 3LDK の介護へ」 

「介護を通じて、自分自身もステップアップ」 

「多職種協働で自宅へ帰る日」 

(3) 介護老人保健施設求人情報サイト 

昨年に引き続き、会員施設が無料で求人活動できるよう「求人情報サイト」の運営を行った。 

(4) 平成 27 年度介護老人保健施設人材マネジメント塾 

平成 26 年度に人材対策特別委員会で実施した「平成 26 年度老健施設における介護職員の現況調査」

より、介護スタッフの就職の理由・離職の理由等を分析し、その結果をもとに、職員が集まり育ってい

く魅力ある施設運営のノウハウを周知・啓発することを目的として「人材マネジメント塾」を開催した。 

開催地 実施期間 会場 参加者数 

福岡県 平成 27 年 10 月 1 日（木）～2 日（金） TKP 博多駅前シティセンター 93 名 

東京都 平成 28 年 1 月 28 日（木）～29 日（金） AP 東京八重洲通り 176 名 

全 2 回 計 269 名 

 

10 安全推進事業 

平成 27 年度は「スタッフの心の健康」をテーマに安全推進月間ポスターを配布し、安全推進月間（4

月・10 月）を実施し、施設における事故防止等の周知・啓発を行った。その他、平成 26 年度に実務経

験 2 年未満の施設職員等を対象とした「新人スタッフ版」と施設勤務 5 年以上の施設職員を対象とした

「ひやりはっと分析及び苦情対応入門」とに分けて開催した「安全推進セミナー」をひとつに統合し、

以下のような名称で開催した。 

平成 27 年度介護老人保健施設安全推進セミナー（春秋統合バージョン） 

三大介護事故からひやりハット分析・苦情対応まで～老健施設で多いリスクに対応するために～ 

開催地 実施期間 会場 受講者数 

東京都 平成 27 年 6 月 4 日（木）～5 日（金） ベルサール東京日本橋 149 名 

 

11 常設委員会事業 

(1) 総務・企画委員会 

総務・企画委員会に 3 つの部会を設置し、以下の事業を行った。 

① 総務部会 

(ｱ) 平成 26 年度事業報告案・決算報告案の検討 

平成 26 年度事業の終了に伴い、塩原、吉野両監事による監査を受け、理事会、社員総会に諮

る平成 26 年度事業報告書・決算報告について検討し、報告原案を作成した。 

(ｲ) 平成 27 年度事業計画の一部変更案・収支補正予算案に関する検討 

平成 26 年度決算の確定、平成 27 年度国庫補助金の確定により、平成 27 年度事業計画の一部

変更及び収支補正予算案の検討を行い、原案を作成した。 

(ｳ) 平成 28 年度事業計画案・収支予算案に関する検討 

事業増による支出の増加や制度改正等に対応する積立金の準備、経費節減等の対応をし、予算

編成の見直しを行い、当協会の適切な運営を図る観点から所要の検討を行い、原案を作成し

た。 
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(ｴ) 将来的会員数を踏まえた理事数及びブロック割の検討について 

各都道府県での老健施設の増加予測を踏まえた、理事数及びブロック内会員数の整合性等につ

いての検討を行った。 

(ｵ) 諸規程の制定及び一部改正について 

諸規程の見直しを行い、原案を作成した。 

(ｶ) 加入促進活動について 

当協会の組織力強化のため、加入促進活動について検討を行った。 

② 企画部会 

正副会長会及び常務理事会の要請に応じて出席し、新規事業等について意見交換を行った。 

③ 大会検討部会 

開催規程の改定に伴い、第 29、30 回大会の開催地について検討した。 

その他、当委員会所掌の公益社団法人全国老人保健施設協会医療研究会では、第 26 回神奈川大会に

おいて第 9 回老健医療研究会を同時開催したほか、老健医療研究会の今後の展開について検討した。 

(2) 管理運営委員会 

管理運営委員会に 3 つの部会を設置し、以下の事業を行った。 

① 安全推進部会 

施設における安全推進に資する目的で、以下の事業を実施した。また、研修委員会と連携し部会

に関連する講義を担当した。 

(ｱ) リスクマネジャー資格について 

5 認定資格制度事業(2)において報告したとおりである。 

(ｲ) 施設における安全対策について 

10 安全推進事業において報告したとおりである。 

(ｳ) 平成 27 年度介護老人保健施設人材マネジメント塾について 

9 老健施設人材確保・育成対策事業(4)において報告したとおりである。 

(ｴ) JCAT について 

JCATについて、関係団体等との連携を強化するなど、今後の在り方について検討した。 

② 在宅支援推進部会 

平成 27 年度介護報酬改定において一層強化された介護老人保健施設における在宅支援機能の一

助となる「介護老人保健施設在宅支援推進マニュアル 総論・入所編」の執筆・編集等を行った。 

③ 介護職専門化部会 

介護職の専門性を高めるため、介護職の業務の切り分け等について検討した。 

(3) 研修委員会 

2 大会事業および 3 教育事業における各種研修会を実施した。詳細については、2 大会事業および

3 教育事業において報告のとおりである。また、6 調査研究事業(2)を実施した。 

さらに、部会を設置し以下の事業を行った。 

① 大会推進部会 

第 25 回岩手大会、第 26 回神奈川大会の優秀奨励演題、奨励演題の選定、第 26 回神奈川大会から

第 28 回愛媛大会までの準備状況等の確認及びランチョンセミナーに関する課題等へ対応について

検討を行った。 
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(4) 学術委員会 

研修委員会と連携し、研修会において関連する講義を担当するとともに、老健医療研究会のカリキュ

ラムについて検討を行った。また、6 調査研究事業について検討を行ったほか、第 26 回全国介護老人

保健施設大会 神奈川 in 横浜の優秀演題選出のための査読を行った。 

また、部会を設置し以下の事業を行った。 

① ケアマネジメント部会 

2 大会事業 研修会④、3 教育事業(5)等を実施したほか、R4 システムの普及・啓発等について検

討を行った。 

(5) 社会保障制度委員会 

現在の社会保障制度における課題や今後の介護老人保健施設のあり方等について検討するため、関

連団体からの委員を含む委員会構成とした。また、社会保障制度委員会に 2 つの部会を設置し、以下

の活動を行った。さらに、研修委員会と連携し、管理者（職）研修会等において関連する講義を担当し

た。 

① 介護報酬部会 

4 制度対策事業に資するため、各種調査の実施、調査データ分析等を行ったほか、介護保険関連

情報の提供等について随時検討を行った。 

具体的には、4 制度対策事業、6 調査研究事業(6)(7)、7 広報出版事業(1)(3)(4)(5)(6)において報告

したとおりである。 

② 消費税対策部会 

社会保障審議会介護給付費分科会等における消費税問題の議論の推移を踏まえ、介護老人保健施

設における消費税の取り扱いについて調査し検討を行った。 

具体的には、6 調査研究事業(8)において報告したとおりである。 

(6) 名誉・倫理諮問会議 

厚生労働大臣表彰被表彰者の推薦および全国老人保健施設協会表彰の審査を行った。 

(7) 学術倫理委員会 

当協会が行う臨床研究・疫学研究等、申請があった研究について審査を行った。 

(8) 広報情報委員会 

① 機関誌『老健』の刊行 

特集やインタビュー対象者の選定等の企画及び誌面調整、新規連載等について検討し、適宜実施

したほか、介護老人保健施設をとりまく諸問題について、迅速かつわかりやすさを念頭に置いた情

報提供を行った。また、今後の企画等の基礎資料とするために「機関誌『老健』アンケート（平成

27 年度）」を実施した。なお、具体的には、7 広報出版事業(1)において報告したとおりである。 

② インターネット、ホームページ等を活用した広報・情報提供 

当協会ホームページ及び会員専用ホームページから、会員及び一般国民に向けて情報を発信した。

なお、具体的には、7 広報出版事業(2)(4)において報告したとおりである。 

③ メールマガジンの配信 

メールマガジン＜e-roken（イー・ローケン）＞の配信項目等の企画検討を行った。また、今後の

企画等の基礎資料とするために「メールマガジン e-roken アンケート（平成 27 年度）」を実施した。

なお、具体的には、7 広報出版事業(3)において報告したとおりである。 
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④ 全老健 FAX ニュースの配信 

即時情報提供が求められる審議会等の情報発信として「全老健FAXニュース」の配信を開始した。

なお、具体的には、7 広報出版事業(5)において報告したとおりである。 

⑤ その他の出版物の編集、発行 

7 広報出版事業(6)において報告したとおりである。 

 

12 特別委員会事業 

人材対策特別委員会 

 昨年に引き続き人材対策特別委員会、人材制度部会・人材確保部会を開催し、介護老人保健施設にお

ける介護職員等の人材確保や定着について検討を行った。 

 

13 高齢者ケア懇話会 

介護老人保健施設が国民に正しく理解され、また地域の社会資源として適切に利用されるため、広く

学識経験者・記者等の参集を求め、介護老人保健施設及び当協会の活動についての意見を頂戴し、これ

を当協会の活動に生かすことを目的として、記者及び有識者等との懇話会及び記者会見を開催した。 

① 記者懇談会 

開催日 テーマ 場所 

平成 27 年 8 月 21 日(金) 

・平成 27 年 4 月介護報酬改定直後の 

実態調査について 

・第 26 回全国介護老人保健施設大会 

神奈川 in 横浜について 

ホテルメルパルク東京 

② 記者会見 

開催日 テーマ 場所 

平成 28 年 3 月 10 日(木) 全老健のリスクマネジメントについて 黒龍芝公園ビル 9 階 

 

14 正会員の加入動向 

平成 27年度末における正会員数は 3,585名である。なお、当協会設立時より今年度末までの年間加入

数及び各年度末正会員数は次表のとおりである。 

 年度中入会正会員数 年度中退会等正会員数 年度末正会員数 

平成 1 年度   １７６名 

平成 2 年度 １４４名  ３２０名 

平成 3 年度 １４３名  ４６３名 

平成 4 年度 １５２名  ６１５名 

平成 5 年度 １７５名  ７９０名 

平成 6 年度 １９３名  ９８３名 

平成 7 年度 ２０８名  １，１９１名 

平成 8 年度 ３２２名  １，５１３名 

平成 9 年度 ２８９名  １，８０２名 

平成 10 年度 ３３３名 ３名 ２，１３２名 

平成 11 年度 ２３７名 ２名 ２，３６７名 

平成 12 年度 ２２７名 ３名 ２，５９１名 

平成 13 年度 １０６名 １名 ２，６９６名 

平成 14 年度 ９７名 ３名 ２，７９０名 
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平成 15 年度 １１９名 ２名 ２，９０７名 

平成 16 年度 １１７名 ５名 ３，０１９名 

平成 17 年度 １３７名 ３名 ３，１５３名 

平成 18 年度 ９１名 ５名 ３，２３９名 

平成 19 年度 ５９名 １１名 ３，２８７名 

平成 20 年度 ４７名 １３名 ３，３２１名 

平成 21 年度 ４３名 ４名 ３，３６０名 

平成 22 年度 ３８名 ７名 ３，３９１名 

平成 23 年度 ５１名 ６名 ３，４３６名 

平成 24 年度 ７２名 １０名 ３，４９８名 

平成 25 年度 ３１名 １５名 ３，５１４名 

平成 26 年度 ５０名 ９名 ３，５５５名 

平成 27 年度 ４４名 １４名 ３，５８５名 
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